











　平成 26 年 3 月に調査を行ったＡ市における介護保険の第一号被保険者数は 9万 1600
































　介護老人保健施設は，介護保険法第 8条第 28 項（「地域包括ケアシステムの強化のため



































　介護療養型老人保健施設は平成 20 年 5 月に，「介護療養病床」（4）と「（従来型の）老人保
健施設」の中間の施設として創設された。介護療養型老人保健施設は（従来型の）老人保
健施設と比べ，介護療養病床ほどではないが，医師と看護職員の人員配置が多くなってい






















29 年度末まで延長された。さらに，介護療養病床の経過措置期間は，平成 29 年度末から
（4）「介護療養型医療施設」の定義は，療養病床等を有する病院又は診療所であって，当該療養病床等に入院す
る要介護者に対し，施設サービス計画に基づいて，療養上の管理，看護，医学的管理の下における介護その
他の世話及び機能訓練その他必要な医療を行うことを目的とする施設である（旧介護保険法第 8条第 26 項）。

















化型」の 2つに区分されていた（平成 30 年 3 月末まで）。
























































施設の種類 病院 病院 病院 施設 施設 施設
財　　源 医療保険 医療保険 介護保険 介護保険 介護保険 介護保険
※ 1　介護保険施設：多床室，要介護 5の基本施設サービス費について，1月を 30.4 日と仮定し 1月当たりの報酬額を算出。（1
単位 10 円）
※ 2　療養病棟入院基本料 1を算定する病棟の患者 1人 1月当たりのレセプト請求金額（平成 23 年度慢性期入院医療の包括評
価調査分科会報告書）
※ 3　介護職員を 4：1で配置したときの加算を含む。なお，平成 30 年度介護報酬改定により「療養型」及び「療養強化型」
の報酬は「療養型」に一元化された。
（出所）社保審　介護給付費分科会　第 105 回（H26.8.7）資料 1「平成 27 年度介護報酬改定に向けて（介護老人保健施設，介
護療養型医療施設について）」，p.2 を基に筆者作成。
（8）「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 52 号）。公
布年月日：平成 29 年 6 月 2 日による。
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例）在宅復帰率の評価に応じた値：在宅復帰率が 50％超で 20，30％超で 10，30％以下で 0ベッド回転率の評価に応じた値：
ベッド回転率が 10％以上で 20，5％以上で 10，5％未満で 0。
（出所）社保審　介護給付費分科会　第 158 回（H30.1.26）参考資料 1「平成 30 年度介護報酬改定における各サービス毎の改
定事項について」，p.221 を基に筆者作成。
図 1　介護老人保健施設の基本報酬区分



















退所時指導等 要件あり 要件あり 要件あり 要件あり
リハビリテーションマネジメント 要件あり 要件あり 要件あり 要件あり
地域貢献活動 要件あり 要件あり 要件あり 要件なし
充実したリハ 要件あり 要件あり 要件なし 要件なし
（b）在宅復帰・在宅療養支援等指標
（下記評価項目（①～⑩）について，項目に応じた値を足し合わせた値（最高値：90））
①在宅復帰率 50％超 20 30％超 10 30％以下 0
②ベッド回転率 10％以上 20 5％以上 10 5％未満 0
③入所前後訪問指導割合 0％以上 10 10％以上 5 10％未満 0
④退所前後訪問指導割合 30％以上 10 10％以上 5 10％未満 0
⑤居宅サービスの実施数 3サービス 5 2 サービス 3 1 サービス 2 0 サービス 0
⑥リハ専門職の配置割合 5以上 5 3 以上 3 3 未満 0
⑦支援相談員の配置割合 3以上 5 2 以上 3 2 未満 0
⑧要介護 4又は 5の割合 50％以上 5 35％以上 3 35％未満 0
⑨喀痰吸引の実施割合 10％以上 5 5％以上 3 5％未満 0

















































































































































均 6.1 種類，22 ヶ月後は 5.5 種類で，増減をみると，減少は 36.7％，増加は 16.8％，
変化なしは 46.5％となっている。

















































































































































社保審介護給付費分科会　第 105回（H26.8.7）資料 1「平成 27年度介護報酬改定に向けて
（介護老人保健施設、介護療養型医療施設について）」http://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000053838.




社保審介護給付費分科会　第 158 回（H30.1.26）参考資料 1「平成 30 年度介護報酬改定に
おける各サービス毎の改定事項について」http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12
601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000192302.pdf（最終





 （2018.4.22 受稿，2018.6.19 受理）
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千葉商大紀要　第 56 巻　第 1号（2018 年 7 月）
Abstract
　The studyaimed to investigate the issues ofGeriatricHealthCareFacilityby
conductinganinterview-basedsurvey.Theresultsrevealedthatmostissuesweredue
tothefollowing:（1）Long-termcareinsurancesystemandlong-termcarefeesand（2）
The issuesof individualsrequiringnursingcareand/or their family.Revisionof the
long-termcarefeesin2018isasubstantialrevolutioninGeriatricHealthCareFacility.
Perhaps, the issuesrevealedby the interviewsurveycouldenhance therevisionof
long-termcarefeesin2018.Itisrevealed.Therefore,thisstudyrevealsthatthequality
of life of individuals requiring nursing care depends not only on their family’s
circumstancesbutalsoon the institutionaldesignof the long-termcare insurance
systemandlong-termcarefees.
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齋藤香里：介護老人保健施設の現状と課題
